
科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

４２４１９

基盤研究(C)

2014～2012

社会資源を活用した町型子ども・子育て支援ネットワークのあり方に関する研究

A Study of Community-based Network System in order to Support Children and 
Children's Rearing for parents with the expliotation of citizen's soucial resources

３００３００５０研究者番号：

鈴木　孝子（Suzuki, Takako）

山村学園短期大学・その他部局等・教授

研究期間：

２４５３０７７３

平成 年 月 日現在２７   ６ １９

円     3,600,000

研究成果の概要（和文）： 人口、15,000人弱、首都圏周縁の中山間地にあるＢ町では、ニュータウン創成、医療費無
償化等子育て支援策に力を入れ、Ａ県下でも一つのモデルとなっている。諸施策が充実している一方、市民の自発的活
動が見えづらかった。
　今回、幼児と小学校６年生までの児童の保護者を主な対象に、グループインンタビューと数量調査を実施し、研究成
果として子どもや高齢者、近在する大学の学生等、多世代が集い、豊かな自然を活用し、子育てや多様な活動をする場
と機会をつくり、この活動拠点に中心的人材を配置するという一つの展望となる仮設を立てることができた。

研究成果の概要（英文）： The population of B city, located among the low mountains, near metropolitan 
area comes lesser garadually and now is about 15,000. The local government does their best to formulate 
and carry out policies to support the children and children’s rearing according to national and 
prefectual government. As the result B city was chosen as a model in A prefecture. However, the concept 
of children and children’s rearing, includes not only the ideas of child and child development, related 
with children’s education , but the meaning of having children, and how to choose work-life balance and 
etc.
 The aim of our study is to gain evidences to develop new citizen’s relationship instead of the former 
intimacy, by the research of group interview and quantative research. As the result we gained it is 
useful that many oppotunities to exercise together any kind of the activities of rearing children among 
multi-generation, choosing to focus to one association and one key person.

研究分野： ソーシャルワーク
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 

(1) B 町の少子化対策は、1974 年のニュ

ータウン入居が功を奏し、人口も約 1 万８

千までに回復し、40 年が経過した。しかし、

ここきて新たに人口減少期に入っている。

今回は、ニュータウンの高齢化もあるが、

同時に従来より中山間地が 6 割を占め、首

都圏周縁圏にあり、目立った産業もなく、

更に最寄の駅へのアクセスも徒歩圏になく、

通勤に不便なことも要因して若者に町を出

る者が多いのもその要因の一つである。 

町行政は、前の人口減少期より出生率向上

に向け努力してきており、国が率先して始

めた 1994 年の「エンゼルプラン」実施以

降も、待機児童ゼロ作戦を主とするさまざ

まな少子化対策についても町の施策として

実施してきた経緯がある。その結果、A 県

では子育て支援モデル都市の一つとして平

成 19（2007）年、「地域子育て応援タウン」

の認定を受けている。 

 

(2)  しかし、少年人口も平成 22（2010）

年頃より減少しつづけ、平成 24 年（2014）

年には合計特殊出生率が、0.54 となってい

る。この間、児童数の減少に伴い、一小学

校が廃校となり、（平成 26（2014）年には、

もう一校もぎりぎりの児童数となってきて

いる。 

 そんな中、2012 年に大学が協力して運営

している町の広場の参加者にグループイン

タビューを実施した結果、保護者の中には

両隣の市の児童館や広場事業も利用する方

も多く、それらの市の児童館や広場では、

子どもは保護者が参加している間、看るこ

とが条件であるが、町の広場は、子どもを

保育者に一時的に預けることもでき、その

間、母親や祖母など保護者と自由なお話を

したり、子育ての実際を相互に学ぶ場にな

っているという指摘が出され、その点がよ

く、土曜日も開設を希望する意見が多数出

ていた。 

 

 

２．研究の目的 

(1)中山間地という自然環境は、ニュータウ

ン地区以外では幼児や小学生のいる家々の

間にも低い山坂や山林があり、子どもだけ

で友だちの家々を行き来することができな

い状況もある。B 町で「子どもがそのよう

な自然環境を子どもの発達に添ったいい意

味の活用をしながら育つこと」、「行政主導

の子育て支援だけではない、何か B 町にふ

さわしい支援方法や支援システムづくりが

ないか」という問題意識が生まれた。 

 

(2) 同時並行的に B 町では前後期次世代

育成計画事業が平成 24 年で終わり、その

後の子育て支援ニーズや支援体制づくりに

関する調査が、国より降りてきて、子育て

支援調査実施と本研究経過が重なることに

なり、本研究の目的は、「子育て支援ニーズ」

とその支援対応（保育所支援センターの利

用度、幼稚園の延長保育ニーズ）だけに特

化しない、B 町の生活環境に相応しい「子

の育ち」や｢子育て支援の方法とシステム、

できれば、「子育て支援システムの展開のし

かた｣を、あらためて考えてみるにあたり、

福祉と教育の連携、父母・両親・それ以外

の人々との連携、あるいは世代を超えた連

携を町という地域社会に創り出すには、地

域にある既存の生活資源（自然や多様な

人々の生活を支える既存の活動システム）

を活かしそこに多用な人々が集う「たまり

場」をつくりことが現代にあって必要であ

ると考える。 

 

 

３．研究の方法 

(1)そこで質的研究方法の一つ、「グループ

インタビュー法」を実施した。実施対象グ



ループを 3 群に分け、１群を｢子育て支援

利用者グループ（保育所入所児童保護者、 

幼稚園児保護者、小学校６年生までの保護

者、つどいの広場利用者各グループ）」、２

群を「子育て支援提供者（専門職）グルー

プ（幼稚園・保育所職員、子育て支援セン

ター・つどいの広場事業担当者、町行政担

当者：教育、福祉、母子保健、保育担当者

グループなど）、３群を「子育て支援提供者

兼利用者（市民活動）グループ（子育てネ

ットワーク、運動系市民活動グループ、文

化系市民活動グループ）から、各グループ 

６～９人の参加者を得て、名前を除いた自

己紹介に始まり、参加者相互に事前に用意

された５項目程度の質問項目を調査者が司

会進行し、音声とビデオに記録、分析した。 

 ディスカッション形式で参加の忌憚のな

い、率直な意見が出され、数量調査では気

がつかないヒントを得ることになる。 

 

(2)次年度にグループインタビューで得た

情報を基に、数量調査票を作成し、数量調

査を実施した。調査項目は①回答者の属性、

②子どもの遊びや習い事の状況、③支援ニ

ーズ、もらった支援、更にあったらよいと

思うこと、④子育て中のワーク・ライフ・

バランス感覚、⑤子ども観、⑥参加してみ

たい｢子育て支援｣、⑦「子ども・子育て」

をするうえで生かしている環境や資源、の

７分野に分けられる。５０７票の回答を得、

無記入等の 16 票を除き、491 票について

単純集計、必要部分のクロス集計、因子分

析を実施した。統計処理には、SPSS 

Statistic 21 を使用した。 

 

 

４．研究成果 

(1) 本研究のまとめを執筆している頃

2015 年３月、「Ｂ町子ども・子育て支援事

業計画（平成 27 年度～平成 31 年度）が発

行された。これまでもＢ町は、少子化対策

に前向きに取り組んできており、待機児童

対策や子ども預かりのニーズについては、

児童手当や医療費の補償や手当、窓口払い

の停止等行政主導で進めてきたのと並行し

て、完成度の高い事業計画となっている。 

 本研究を始めたときの問題意識を図に描

いてみると、以下の図１「町型子ども・子

育て支援ネットワーク展開」イメージ図の

ようになった。 

図１「町型子ども・・」イメージ図 
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(2) しかし、本研究の調査研究のうち、グ

ループインタビュー調査により集まった意

見を大中小の範疇に KＪ法で分類した結果、

次のようなことが分かってきた。 まず、

集まった意見を言語情報としてまとめ、大

中小の範疇に分離した結果、大範疇は、[人

生の喜び、つまり人生についての考え方]

になり、中範疇には、[社会関係づくりと自

らの成長]、小範疇には、[子育てを具体的

体験から学んだこと]になった。これを子育

て中に支援となったもののうち、「助かっ

た」ことについて母親と子どもに分けて整

理してみると、母親にとって「子ども預け

ること」は、子どもの安全確保と世話をす

ることが第一の目標となるが、それと同じ

くらい「母親の孤立化防止と息抜き支援」

にもなっていることが分かった。孤立化病



死には、子どもを預けることにつながって、

「近隣・友人づくり」や伝統芸能等の世代

間伝達」の行事も含め、活動の場づくりや

サービス提供者発掘を通して「社会関係づ

くりの場」ともなり、虐待防止にもつなが

る。母親のリフレッシュのために子どもの

預け先となるところは、次の図２に見るよ 

 

図２ リフレッシュの機会の支援者  

 

うに、圧倒的に自分の夫や親族になってい

ることから、母親が無暗に子預かりを行政

やサービスに依存していない健全な状態も

うかがえる。 

 

(3) 一方、子どもにとって預けられること

は、子どもらしい育ちを保障されることと

つながっている。そこでは、安全のために

預けられたとはいえ、現代においては、｢子

ども同士が集団で遊ぶ場や学習する場を提

供｣されることになる。 各家庭での子ども

数が減り、Ｂ町でも子ども数は、2 人が一

番多い。預けられる子どもたちは、そこで

他の家の子や年齢の異なる幼児や小学生に

出会い、そこが、預けられる場であると同

時に子どもの「成長の場」となっていると

いう意味合いも大きいことが分かった。 

 

(4) また、タイトルに「町型の子育て支援

システム」としての特徴を一方で探してい

たが、数量調査結果の「回答者の属性」や

「ワーク・ライフ・バランス観」、「子ども

観」にＢ町らしい特徴がみられるが、それ

が即、町型一般に汎用できるかどうかまで

は分からなかった。しかし、Ｂ町らしいと

思われるデータについて少し見てゆく。そ

の特徴としては、21 世紀も 10 年余を過ぎ

ると、Ａ県でも中部の山間地にあるＢ町で

も三世代の同居率は下の図３からも分かる

ように少ない。 

 

図３ 同居中の家族 

 

 ただ、急遽のとき、子どもを預ける先と

して実父母が 56％、配偶者、39％、義父母、

32％となり、三世代家族が当てにされてい

る。また、Ｂ町には集合住宅がほとんどな

く、調査回答者の年齢、33～44 歳が一番多

く、66.1％となっているが、全回答者中、

一戸建て持ち家率は、93.1％となっている

ことからも分かるように同居率は少ないけ

れども、車で 30 分内圏に住んでいる実父

母、義父母の方も多く、急遽の時の子ども

の預け先の候補ともなっている。 

しかし、自分の病気や次子の出産等も含め

て母親たちが病院等へ受診するために子ど

もを預けざるを得ない状況はあるようだ。

よく、「現代の若い母親の息抜きやわがま

ま」という見方もある中で、サービスを利

用するか、しないかの問題は、やはり近隣

に友人などのつながりがなかなか持てずに

いる母親たちの通常的孤立が、いざという

時、気軽に利用できる支援サービスが少な



いことともつながっていると思われる。デ

ータからは、決して「若い母親のわがまま」

とは言えない現実が垣間見られた。 

 

(5) データから見えるＢ町の特徴として

数量調査の子どもの遊びについての質問部

分や自由記述の中に「幼児が遊べる遊具の

ある公園が欲しい」という声が他に比べ目

についた。数量調査票の最後の質問項目に

「活かしていると思う環境や資源」につい

て問うているが、自然（山や林）が豊富で

あることは、認めているものが。80.7％あ

ったが、「幼児が遊べる遊具のある公園が不

足している」（48.3％）、「幼児や小学生だけ

で遊ぶには危険な所が多い」（41.4％）、「自

然を子どもの遊びや学びに生かす人材が必

要」（39.9％）などがあげられており、豊富

な自然の活かし方や自然と付き合う方法を

世代間で伝える人材の必要性についての意

見が出されていた。 

 

(6) 子ども観のところでは、｢子育てで力を

入れている｣のは、｢他者へのおもいやり｣、

「社会のマナーやルールを身につけるこ

と」そして「自分の気持ちや考えを人に伝

える」などの〈社会性因子〉が第一位に挙

げられ、〔外国語を学ぶこと〕や｢数字や文

字を学ぶこと｣、「芸術的な才能を伸ばす」

は第３因子となっていることや、｢子どもの

将来に期待すること｣としては、1 位が「自

分の家族を大切にする人」、2 位が｢友人を

大切にする人｣、3 位が｢他人に迷惑をかけ

ない人｣となり、ここでも人間関係や社会性

を大切にする考え方が重きを置かれていた。 

 

(7)最後に本研究の結論部分について述べ

たい。 町の行政努力で費用補償から子育て

支援など、かなりの水準に用意されてきた

今日があることが分かった一方、山間地と

はいえ、豊富な自然とのつきあい方や遊び

を幼児や小学生に大学生や子どもたちの父

母たち、元気な高齢者も交えて、多世代で

自然と付き合う楽しさや注意点を伝える場

や機会づくりが、市民の日常的な活動の中

から生まれ、活動が維持されれば、行政に

は少し手が届きづらい身近な人と人、高齢

者と若者、子どもの付き合いが自然と拡が

るという印象が大きい。 

そのためには、そのような市民活動が気軽

に行え、広がりを持たせることのできる場

所（たとえば、廃校を活用している多世代

活動センターなど）とその全体を視野に入

れ、人と人、子どもと大人、男女、世代間

を超えた人とのつながりを創る場と機会に

ついて柔軟に対応のできる人材が滞在する

拠点づくりが欠かせないと考えている。民

間にそのような仕掛けをどのようなステッ

プで創ってゆくかが、Ｂ町のすぐ求められ

る、近い将来の大きな実験であり、課題と

なる。 
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